
「①実質赤字比率」、「②連結実質赤字
比率」、「③実質公債費比率」及び「④将来
負担比率」の４指標で構成され、その算定す
る目的、内容に応じ、一般会計、特別会計の
ほか、地方公共団体が加入する組合、地方公
共団体が設立した法人を算定対象とする。

公営企業の資金不足を、公営企業会計ごと
に算定する。
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